
平成２９年における入管法違反事件について

１ 入管法違反事件

（１）概況〔別表１〕

平成２９年中に，全国の地方入国管理官署が出入国管理及び難民認定法（以下「入

管法」という。）違反により退去強制手続（出国命令手続を含む。以下同じ。）を執っ

た外国人は，１万３，６８６人で，平成２８年と比較して３２５人の増加となった。

違反事由別 入管法違反事件の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

違反事由

総 数 １２，２７２ １３，３６１ １３，６８６

不 法 入 国 ７５２ ５９９ ５７７

不 法 上 陸 ２６８ ２３８ １５１

資 格 外 活 動 ３９９ ５１１ ６４８

不 法 残 留 ９，９８２ １１，１９８ １１，５０２

（うち出国命令） (３，５７１) (４，０９４) (４，４１０)

刑罰法令違反 ３９７ ４３２ ４７０

そ の 他 ４７４ ３８３ ３３８

（２）摘発箇所
全国の地方入国管理官署が実施した摘発の箇所数は，２，１０２か所で，平成２８

年と比較して２４２か所の減少であった。
摘発箇所数の推移

年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

摘発先別

総 数 ２，２９１ ２，３４４ ２，１０２

稼 働 先 ４２４ ３９０ ３５９

居 宅 １，２１４ １，２６４ １，１４３

その他（路上等） ６５３ ６９０ ６００

（３）入管法違反者の特徴〔別表１,２,３,４,５〕

ア 不法入国者

不法入国者は５７７人で，平成２８年と比較して２２人の減少となった。そのう

ち，航空機を利用した不法入国者は４８２人で，平成２８年と比較して６人の減少，

船舶を利用した不法入国者は９５人で，平成２８年と比較して１６人の減少となっ

た。

不法入国事件の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

利用交通手段

総 数 ７５２ ５９９ ５７７

航 空 機 利 用 ５９４ ４８８ ４８２

船 舶 利 用 １５８ １１１ ９５



イ 不法残留者

不法残留者は１１，５０２人で，前年を３０４人上回り，入管法違反者全体に占

める割合は，８４．０パーセントであり，依然として高い割合を占めている。

このうち，出国命令制度の対象となった不法残留者は４，４１０人と，不法残留

者全体の３８．３パーセントであった。

ウ 資格外活動者

資格外活動者は６４８人で，平成２８年と比較して１３７人の増加となった。

このうち，国籍・地域別では，ベトナムが２８０人と最も多く，次いでフィリピ

ン，インドネシア，ネパール，中国の順となっており，これら５か国で資格外活動

者の８６．７パーセントを占めている。

また，最終の在留資格別では，「特定活動」が２２４人と最も多く，前年の１４

０人から８４人（６０．０パーセント）の増加となっており，次いで「留学」，「技

能実習」，「短期滞在」，「技術・人文知識・国際業務」の順となった。

国籍・地域別 資格外活動事件の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ３９９ ５１１ ６４８

（２０３） （３３９） （３８８）

ベ ト ナ ム １０４ １５４ ２８０

（７７） （１０９） （２０３）

フ ィ リ ピ ン ４１ ２４ １２４

（１０） （８） （４６）

インドネシア １０ ７６ ７０

（９） （６９） （５０）

ネ パ ー ル ３１ ６７ ４７

（２３） （５２） （２７）

中 国 １４５ ９１ ４１

（７１） （５５） （１７）

そ の 他 ６８ ９９ ８６

（１３） （４６） （４５）

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２９年を基準としたものである。

エ 国籍・地域別

退去強制手続を執った外国人の国籍・地域は，１０２か国・地域となり，１５年

連続して中国（香港・その他を除く。以下同じ。）が３，９０１人と最も多く，入

管法違反者全体の２８．５パーセントを占めた。

国籍・地域別では，中国に次いでベトナム，タイ，フィリピン，インドネシアの

順となっており，これら５か国で全体の８０．１パーセントを占めている。



国籍・地域別 入管法違反事件の推移

年 平成２７年 平成２８年 平成２９年
国 籍 ・ 地 域 別

総 数 １２，２７２ １３，３６１ １３，６８６
(７，７００) （８，８１３） （９，０７６）

中 国 ４，３１１ ３，９７９ ３，９０１
中 (２，７３４) （２，６４５） （２，５８０）

国 香港・その他 ９ ２７ １３
(６) （１７） （９）

ベ ト ナ ム １，６４３ ２，２７３ ２，９３１

(１，２２３) （１，７１５） （２，２３８）

タ イ １，４７５ １，７７０ ２，０９６

(７９８) （９４７） （１，０４５）

フ ィ リ ピ ン １，４６７ １，４５２ １，３１０

(５７６) （６３６） （５８２）

インドネシア ５０７ １，０５９ ７２７

(４２２) (８７９) (６２４)

韓 国 ７０４ ５９９ ４４０

(２７７) (２８８) (２１６)

ブ ラ ジ ル ２９６ ２６８ ２３２

(２２４) (１９９) (１９８)

ネ パ ー ル １４６ １８５ １９８
(１２２) (１４７) (１４５)

モ ン ゴ ル １０９ １６９ １７７
(６８) (１０９) (１１３)

ミ ャ ン マ ー ３６ ４６ １４８
(２３) (３３) (９３)

そ の 他 １，５６９ １，５３４ １，５１３
(１，２２７) (１，１９８) (１，２３３)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２９年を基準としたものである。

オ 在留資格別

退去強制手続を執った外国人の在留資格別は，「短期滞在」が４，７６６人と最

も多く，次いで「技能実習」，「留学」，「特定活動」，「定住者」の順となっており，

これら５つの在留資格で入管法違反者全体の８２．９パーセントを占めている。

在留資格別 入管法違反事件の推移

年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

在 留 資 格 別

総 数 １２，２７２ １３，３６１ １３，６８６

(７，７００) (８，８１３) (９，０７６)

短 期 滞 在 ３，６６２ ４，４７２ ４，７６６

(２，０８３) (２，６６８) (２，８５９)

技 能 実 習 ２，８７４ ３，３４３ ３，１４６

(１，８９９) (２，２９５) (２，１４５)

留 学 １，２９２ １，６０６ １，７２４

(１，０８７) (１，３５４) (１，４０７)

特 定 活 動 ６２０ ８３１ １，２７０

(４３６) (５９７) (８８５)



定 住 者 ５９２ ４７４ ４３８

(３７２) (３０１) (３０５)

そ の 他 ３，２３２ ２，６３５ ２，３４２

(１，８２３) (１，５９８) (１，４７５)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 在留資格は，入管法違反者の最終の在留資格である。

（注３） 「技能実習」は，「技能実習１号イ」，「技能実習１号ロ」，「技能実習２号イ」，「技能

実習２号ロ」，「技能実習３号イ」及び「技能実習３号ロ」を合算したものである。

（注４） 在留資格別順位は，平成２９年を基準としたのものである。

２ 不法就労事件

（１）概況

退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は９，１３４人

で，入管法違反者全体に占める割合は６６．７パーセントと高い割合を占めている。

国籍・地域別 不法就労事件の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

国 籍 ・ 地 域 別
総 数 ７，９７３ ９，００３ ９，１３４

(５，１６７) (６，０９３) (６，１２０)

中 国 ３，２６６ ３，０８０ ２，９１５

中 (２，１６６) (２，１３０) (１，９８２)

国 香港・その他 ２ ５ １

(－) (２) (１)

ベ ト ナ ム １，１６０ １，６３８ ２，１５２

(８７３) (１，２４６) (１，６５７)

タ イ １，２１５ １，５３６ １，８５５

(６９９) (８５０) (９６６)

フ ィ リ ピ ン ７５６ ８３０ ７１１

(３４１) (４２６) (３６６)

インドネシア ３９６ ８１９ ５８８
(３３８) (６９９) (５１４)

韓 国 ４３５ ３５９ ２３９
(１６７) (１６７) (１１８)

モ ン ゴ ル ８１ １３３ １４６
(５１) (９０) (９５)

ネ パ ー ル ６８ ９５ ７７
(５１) (７６) (５２)

ス リ ラ ン カ ５７ ６８ ５３
(５４) (６７) (４８)

ペ ル ー ７３ ６２ ４７
(５８) (４６) (３９)

ミ ャ ン マ ー ２９ ３１ ４７
(１９) (２２) (２７)

そ の 他 ４３５ ３４７ ３０３
(３５０) (２７２) (２５５)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２９年を基準としたものである。



（２）不法就労者の特徴

ア 国籍・地域

不法就労者の国籍・地域は，近隣アジア諸国を中心に５１か国・地域に上った。

国籍・地域別では，中国が２，９１５人で全体の３１．９パーセントと最も多く，

以下，ベトナム，タイ，フィリピン，インドネシアの順となっており，これら５か

国で全体の９０．０パーセントを占めた。

イ 性別・年齢〔別表６，７〕

不法就労者の男女別は，男性が６，１２０人で不法就労者全体の６７．０パー

セント，女性が３，０１４人で同３３．０パーセントとなっており，その差は３

４．０ポイントとなっている。

年齢別で見ると，２０歳代が３，７４２人で全体の４１．０パーセントと最も

多く，以下３０歳代が３，１１４人で同３４．１パーセント，４０歳代が１，４

９６人で同１６．４パーセントを占めている。

ウ 就労期間〔別表８，９〕

就労期間別で見ると，６月以下の者が３，２３０人で，不法就労者全体に占める

割合が３５．４パーセントと最も多くなっており，平成２８年（３２．４パーセン

ト）に比べて増加し，就労期間１年以下（６月以下を含む。）の者は５，０４８人

で，全体の５５．３パーセントとなり，平成２８年（５４．１パーセント）に比べ

て増加している。

エ 稼働場所（都道府県）〔別表１０〕

稼働場所（都道府県）別では，茨城県の２，２１３人を最多に，関東地区１都６

県（東京都，茨城県，千葉県，神奈川県，埼玉県，群馬県及び栃木県）で６，７６

１人となり，同地区が不法就労者全体の７４．０パーセントを占めている。

また，中部地区９県（愛知県，静岡県，岐阜県，長野県，富山県，山梨県，福井

県，新潟県及び石川県）が１，３１４人となり，不法就労者全体の１４．４パーセ

ントを占めている。

関東地区及び中部地区で不法就労者全体の８８．４パーセントを占め，また，全

国４６の都道府県で不法就労者の稼働が確認されている。

オ 就労内容〔別表１１〕

就労内容別では，男性は「農業従事者」が１，５８５人と最も多く，以下，「建

設作業者」１，５２９人，「工員」９４２人の順となっている。女性は「農業従事

者」が９１６人と最も多く，以下，「工員」が４６９人，「ホステス等接客業」３４

４人の順となっている。

カ 就労内容別の稼働場所（都道府県）〔別表１２〕

不法就労者の稼働場所上位の都府県における就労内容を見たところ，茨城県及び

千葉県は，農業従事者が最も多く，特に茨城県は，２，２１３人中の１，６１１人



（７２．８％）が農業従事者であった。

また，東京都，埼玉県及び神奈川県は，建設作業者が最も多く，愛知県，群馬県

及び大阪府は，工員が最も多いなど，稼働場所ごとの一定の特性が見られる。

キ 国籍・地域別の稼働場所（都道府県）〔別表１３〕

不法就労者の国籍・地域別に稼働場所の特徴を見たところ，中国は東京都及び茨

城県，ベトナムは愛知県，埼玉県，群馬県及び茨城県，タイは茨城県及び千葉県で

の稼働がそれぞれ多かった。

ク 報酬（日額）〔別表１４，１５〕

報酬日額（月給，時給等については日額に換算したもの。）別では，「５千円を超

え７千円以下」が４，５７２人と最も多く，次いで，「７千円を超え１万円以下」

が２，０８５人となっている。

３ 被送還者

（１）概況

平成２９年中に，全国の地方入国管理官署が退去強制した外国人は，８，１４５人

と平成２８年と比較して１，１３１人の増加となった。

（２）国籍・地域別

退去強制した外国人の国籍・地域は７４か国・地域となり，ベトナムが２，０３８

人と最も多く，平成２８年と比較して６２６人の増加となっており，被送還者全体の

２５．０パーセントを占めている。

国籍・地域別では，ベトナムに次いで中国，タイ，フィリピン，インドネシアの順

となっており，これら５か国で全体の７９．４パーセントを占めている。

国籍・地域別 被送還者の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ６，１７４ ７，０１４ ８，１４５

(４，２６０) (５，０７７) (５，８２１)

ベ ト ナ ム １，０６４ １，４１２ ２，０３８

(８４３) (１，０９２) (１，６３２)

中 国 ２，２９６ ２，０５８ １，９５４

(１，６１８) (１，５３８) (１，４２３)

タ イ ７０７ ９１４ １，２２４

(４２３) (５１５) (６４８)

フ ィ リ ピ ン ５９３ ６１８ ７０５

(２７１) (３４３) (３４０)

インドネシア ２８７ ５６１ ５４９

(２４３) (４７５) (４８１)

韓 国 ３２８ ２８８ ２４８

(１４５) (１５１) (１２９)

ネ パ ー ル ８２ １１３ １９６

(５７) (９５) (１４５)



ス リ ラ ン カ ６９ １１５ １２７

(６２) (１０５) (１１５)

ミ ャ ン マ ー ２８ ８０ １１４

(１７) (７１) (７７)

モ ン ゴ ル ４９ ８４ ９６

(３０) (６１) (６８)

そ の 他 ６７１ ７７１ ８９４

(５５１) (６３１) (７６３)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２９年を基準としたものである。

４ 被退令仮放免者

（１）概況

平成２９年末現在，退去強制令書（以下「退令」という。）の発付を受けた後に仮

放免されている者（以下「被退令仮放免者」という。）は，３，１０６人（前年同期

比４４９人減）である。

仮放免は，出国のための準備を要する者のほか，傷病や収容期間の長期化といった

人道上の配慮が必要と判断される者等に対して許可している。

収容期間の長期化は，退令が発付された後，本邦定着性等を主張して当局の処分に

対する行政訴訟を提起したり（注１），難民認定手続において難民とは認められなか

ったにもかかわらず，難民認定申請を繰り返したり（注２），また，有効な帰国用渡

航文書を所持していないなどの理由で送還手続が滞っていることなどがその理由とし

て挙げられる。

（注１） 訴訟中の者については，裁判所の執行停止決定（行政事件訴訟法第２５条）がなされた場合には，

送還が停止される。

（注２） 難民認定手続中の者は，入管法第６１条の２の６により，送還が停止される。

（２）国籍・地域別

平成２９年末現在の被退令仮放免者の国籍・地域は５８か国・地域となり，国籍・

地域別では，フィリピンが４８０人と最も多く，次いでトルコ３７１人，スリランカ

２９４人，イラン２５４人，中国２２３人の順となっており，これら上位５か国で全

体の５２．２パーセントを占めている。

国籍・地域別 被退令仮放免者の推移
年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ３，６０６ ３，５５５ ３，１０６

（２，６６２） （２，６３５） （２，２７６）

フ ィ リ ピ ン ５５６ ５３４ ４８０

（２６５） （２４６） （２１０）

ト ル コ ３２７ ３６４ ３７１

（２９０） （３１５） （３１１）



ス リ ラ ン カ ３２１ ３５０ ２９４

（２９８） （３２８） （２７４）

イ ラ ン ２２８ ２２８ ２５４

（２１９） （２１９） （２４５）

中 国 ２７２ ２５７ ２２３

（１２３） （１１３） （９３）

ミ ャ ン マ ー ２７６ ２１７ １８２

（２１３） （１６１） （１３５）

パ キ ス タ ン １５２ １３５ １３９

（１５１） （１３４） （１３８）

ナイジェリア １３３ １３３ １２８

（１２２） （１２２） （１１８）

ネ パ ー ル １３４ １７２ １２７

（１１５） （１４９） （１０５）

ペ ル ー １６２ １５７ １１５

（１１４） （１１１） （７８）

そ の 他 １，０４５ １，００８ ７９３

（７５２） （７３７） （５６９）

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２９年末現在を基準としたものである。



別 表 目 次

１ 入管法違反事件の推移

２ 不法入国者数の推移

３ 航空機を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

４ 船舶を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

５ 在留資格別・入管法違反事件の推移

６ 不法就労者数の推移

７ 不法就労者の年齢別構成

８ 不法就労者の就労期間別構成

９ 不法就労者の就労期間別推移

１０ 不法就労者の稼働場所別構成

１１ 不法就労者の就労内容別構成

１２ 不法就労者の就労内容別の稼働場所構成

１３ 不法就労者の国籍・地域別の稼働場所構成

１４ 不法就労者の報酬（日額）別構成

１５ 不法就労者の報酬（日額）別推移

注）別表における構成比（％）は表示桁数未満を四捨五入しているため，合計が必ずし

も１００．０％とはならない場合があります。



単位（人）

年

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

違反事由

総　数 11,428 10,676 12,272 13,361 13,686

　不法入国 1,128 844 752 599 577

　不法上陸 199 249 268 238 151

　資格外活動 493 422 399 511 648

　不法残留 8,713 8,274 9,982 11,198 11,502
(うち出国命令) (2,479) (2,587) (3,571) (4,094) (4,410)

刑罰法令違反 430 392 397 432 470

　その他 465 495 474 383 338

不法就労者 7,038 6,702 7,973 9,003 9,134

別表1　　入管法違反事件の推移
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別表２　　不法入国者数の推移

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 単位（人）

総数 1,128 844 752 599 577

航空機利用 824 640 594 488 482

船舶利用 304 204 158 111 95
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別表３　　航空機を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 単位（人）
総数 824 640 594 488 482
フィリピン 262 208 158 138 114
イラン 55 48 61 74 108
中国 153 112 96 67 48
パキスタン 13 8 10 11 24
スリランカ 32 28 18 12 23
その他 309 236 251 186 165
注）　中国に香港・その他は含まない。

別表４　　船舶を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 単位（人）
総数 304 204 158 111 95
中国 206 150 115 76 56
韓国 49 36 28 22 15
イラン 8 5 3 2 7
フィリピン 12 6 8 5 3
朝鮮 0 0 0 0 3
その他 29 7 4 6 11
注）　中国に香港・その他は含まない。
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別表５　　在留資格別・入管法違反事件の推移

単位（人）

平成２７年 平成２８年 平成２９年

総数 12,272 13,361 13,686

短期滞在 3,662 4,472 4,766

技能実習 2,874 3,343 3,146

留学 1,292 1,606 1,724

特定活動 620 831 1,270

定住者 592 474 438

その他 3,232 2,635 2,342
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別表６　　不法就労者数の推移

単位（人）

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

総数 7,038 6,702 7,973 9,003 9,134

男性 4,356 4,160 5,167 6,093 6,120
女性 2,682 2,542 2,806 2,910 3,014
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別表７　　不法就労者の年齢別構成

単位（人）
６０歳以上

１５歳
未満

２０歳
未満

２５歳
未満
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未満

４５歳
未満

５０歳
未満

５５歳
未満

６０歳
未満

６０歳
以上

総数 0 44 1,366 2,376 1,865 1,249 832 664 352 208 178

男性 0 18 923 1,695 1,259 794 509 439 240 130 113

女性 0 26 443 681 606 455 323 225 112 78 65
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別表８　　不法就労者の就労期間別構成
単位（人）

６月以下 １年以下 ２年以下 ３年以下 ５年以下 ５年超え 不詳 合計
総数 3,230 1,818 1,615 778 589 975 129 9,134
男性 2,077 1,219 1,086 556 424 679 79 6,120
女性 1,153 599 529 222 165 296 50 3,014

別表９　　不法就労者の就労期間別推移
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別表１０　　不法就労者の稼働場所別構成

合計 男性 女性 単位（人）

総  数 9,134 6,120 3,014
1 茨城 2,213 1,444 769
2 千葉 1,505 985 520
3 東京 1,184 848 336
4 愛知 811 531 280
5 埼玉 765 566 199
6 群馬 453 303 150
7 神奈川 446 312 134
8 大阪 294 209 85
9 栃木 195 109 86
10 長野 169 87 82
11 静岡 126 75 51
12 三重 119 77 42
13 兵庫 112 79 33
14 岐阜 97 61 36
15 福岡 79 55 24
16 山梨 75 41 34
17 京都 48 35 13
18 熊本 43 37 6
19 福島 38 22 16
20 大分 27 25 2
21 広島 26 15 11
22 新潟 23 14 9
23 宮城 22 18 4
24 北海道 19 13 6
25 滋賀 16 7 9
26 沖縄 12 9 3
27 岡山 10 6 4
28 岩手 7 4 3
29 奈良 6 3 3
29 和歌山 6 0 6
29 愛媛 6 3 3
32 富山 5 3 2
32 香川 5 1 4
32 長崎 5 4 1
35 青森 4 2 2
35 山形 4 2 2
35 石川 4 2 2
35 福井 4 1 3
35 山口 4 1 3
40 鳥取 2 0 2
40 鹿児島 2 2 0
42 秋田 1 1 0
42 島根 1 1 0
42 高知 1 1 0
42 佐賀 1 1 0
42 宮崎 1 1 0
47 徳島 0 0 0
48 不定 138 104 34



別表１１　　不法就労者の就労内容別構成

単位（人）

職種 農業従事者 建設作業者 工員
その他の

労務作業者
その他の

サービス業従事者
ホステス等

接客業 その他 総数

全　体 2,501 1,548 1,411 1,059 495 369 1,751 9,134

単位（人）

職種 農業従事者 建設作業者 工員
その他の

労務作業者
その他の

サービス業従事者
運搬労務作業者 その他 総数

男　性 1,585 1,529 942 811 152 146 955 6,120

　 単位（人）

職種 農業従事者 工員 ホステス等
接客業
その他の

サービス業従事者
その他の

労務作業者
ウエイトレス・

バーテン等給仕 その他 総数

女　性 916 469 344 343 248 167 527 3,014
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別表１２　　不法就労者の就労内容別の稼働場所構成

単位（人）

　　　　　職種

稼働場所
総数 農業従事者 建設作業者 工員

その他の
労務作業者

その他の
サービス業

従事者

ホステス等
接客業 その他

総 数 9,134 2,501 1,548 1,411 1,059 495 369 1,751

茨 城 2,213 1,611 146 114 127 36 58 121

千 葉 1,505 502 286 150 221 59 53 234

東 京 1,184 18 363 76 157 122 40 408

愛 知 811 24 108 264 113 58 35 209

埼 玉 765 64 191 184 127 25 12 162

群 馬 453 67 54 161 67 10 20 74

神 奈 川 446 3 150 31 62 55 21 124

大 阪 294 5 54 71 38 24 10 92

栃 木 195 39 26 39 24 16 28 23

長 野 169 82 16 7 8 8 23 25

そ の 他 1,099 86 154 314 115 82 69 279

注）　稼働場所は上位１０都府県



別表１３　　不法就労者の国籍・地域別の稼働場所構成

単位（人）

    　　国籍・地域

稼働場所
総数 中国 ベトナム タイ フィリピン インドネシア 韓国 モンゴル ネパール スリランカ ペルー その他

総 数 9,134 2,915 2,152 1,855 711 588 239 146 77 53 47 351

茨 城 2,213 678 258 815 61 316 16 6 18 16 5 24

千 葉 1,505 398 185 548 172 35 28 88 0 17 5 29

東 京 1,184 683 189 58 74 7 45 14 11 2 2 99

愛 知 811 200 315 13 106 107 9 11 6 3 13 28

埼 玉 765 268 282 60 61 23 23 13 2 1 4 28

群 馬 453 36 274 55 17 28 10 1 7 4 5 16

神 奈 川 446 242 61 28 57 2 18 0 2 3 4 29

大 阪 294 74 128 9 17 4 34 0 9 1 1 17

栃 木 195 35 47 63 11 18 4 2 1 1 1 12

長 野 169 11 23 109 8 0 10 3 0 0 0 5

そ の 他 1,099 290 390 97 127 48 42 8 21 5 7 64

注）　稼働場所は上位１０都府県

注）　国籍・地域の中国には，香港・その他は含まない。



別表１４　　不法就労者の報酬（日額）別構成
単位（人）

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 総数
全体 317 1,568 4,572 2,085 147 8 437 9,134
男性 129 768 3,172 1,709 97 0 245 6,120
女性 188 800 1,400 376 50 8 192 3,014

別表１５　　不法就労者の報酬（日額）別推移

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２７年 251 1,547 3,638 1,945 221 94 277 7,973
平成２８年 333 1,445 4,492 2,107 228 21 377 9,003
平成２９年 317 1,568 4,572 2,085 147 8 437 9,134

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２７年 3.1 19.4 45.6 24.4 2.8 1.2 3.5
平成２８年 3.7 16.1 49.9 23.4 2.5 0.2 4.2
平成２９年 3.5 17.2 50.1 22.8 1.6 0.1 4.8
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